「利用者事故等報告書」の提出について
１　報告書を提出する根拠法令は次のとおりです。ただし、（５）の地域活動支援センターと（６）の福祉ホームのうち、政令市（岡山市）及び中核市（倉敷市）に存する場合は、県へ報告書を提出する必要はありません。
　（１）障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（厚生労働省令第１７１号）第４０条第１項及び準用規定
　（２）障害者自立支援法に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準（厚生労働省令第１７２号）第５４条第１項
　（３）障害者自立支援法に基づく指定相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（厚生労働省令第１７３号）第２８条第１項
　（４）障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準（厚生労働省令第１７４号）第３２条第１項及び準用規定
　（５）障害者自立支援法に基づく地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準（厚生労働省令第１７５号）第１７条第１項
　（６）障害者自立支援法に基づく福祉ホームの設備及び運営に関する基準（厚生労働省令第１７６号）第１６条第１項
　（７）障害者自立支援法に基づく障害者支援施設の設備及び運営に関する基準（厚生労働省令第１７７号）第４３条第１項
　（８）児童福祉法に基づく指定知的障害児施設等の人員、設備及び運営に関する基準（厚生労働省令第１７８号）第５０条第１項及び準用規定
２　サービス提供時に発生した次の事故については報告書を提出してください。
　（１）利用者（児）が行方不明となったとき（外部の協力により捜索活動が必要となる場合）
　（２）利用者（児）が事故により死亡したとき
　　　　　※診断書の写しを添付してください。
　（３）利用者（児）が事故により医療機関で治療を受けたとき
　（４）事故等により損害賠償が生じるとき
　（５）その他施設の長が必要と認めるとき
３　「利用者事故等報告書」の内容を含む任意の様式で報告することもできます。
